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１．開    会 

 

○中野制度審議室長 それでは、定刻になりましたので。 

 事務局を務めさせていただきます特許庁総務部総務課制度審議室にて室長をしておりま

す中野でございます。よろしくお願いします。 

 本日は御多忙の中をお集まりいただきまして、誠にありがとうございます。ただいまか

ら産業構造審議会知的財産分科会第２回商標制度小委員会を開催させていただきたいと思

います。議事の進行につきましては、土肥委員長にお願いしたいと思います。 

 なお、議事に入るに際しまして委員の皆様にお願いがございます、御発言をいただく際

ですが、お手元のマイクのスイッチを入れていただき、指名されましたらマイクを口元に

近づけて御発言いただくよう、お手数ですがお願いいたします。 

○土肥委員長 それでは、今回新たに御就任なさった委員がほとんどでございますので、

まず事務局から委員の皆様の御紹介をお願いいたします。 

○中野制度審議室長 それでは、最初に本委員会の委員を御紹介いたします。その際、皆

様から一言ずつ御挨拶を頂戴できますと幸いでございます。 

 東北大学大学院法学研究科教授、蘆立順美委員。 

○蘆立委員 蘆立と申します。よろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 同志社大学法学部教授、井関涼子委員。 

○井関委員 井関でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 日本化粧品工業連合会商標委員会副委員長、株式会社コーセー総務

部法務室知財法務担当課長、稲川敬委員。 

○稲川委員 稲川です。よろしくお願いします。 

○中野制度審議室長 中津商工会議所専務理事、岩本正士委員。 

○岩本委員 大分県から参りました。どうぞよろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 西村あさひ法律事務所弁護士、大向尚子委員。 

○大向委員 弁護士の大向尚子と申します。皆様、よろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 一般社団法人日本食品・バイオ知的財産権センター商標委員会委員

長、花王株式会社法務コンプライアンス部門ブランド法務部主任、斎藤美紀雄委員。 
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○斎藤委員 斎藤と申します。よろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 日本知的財産協会常務理事、住友電気工業株式会社知的財産部長、

佐野裕昭委員。 

○佐野委員 佐野でございます。よろしくお願いします。 

○中野制度審議室長 東京地方裁判所判事、嶋末和秀委員。 

○嶋末委員 嶋末と申します。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

○中野制度審議室長 北海道大学大学院法学研究科教授、田村善之委員。 

○田村委員 田村です。よろしくお願いします。 

○中野制度審議室長 日本弁護士連合会桜坂法律事務所弁護士、林いづみ委員。 

○林委員 林いづみです。どうぞよろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 一般社団法人電子情報技術産業協会商標専門委員会副委員長、日本

電気株式会社知的財産本部開発推進部エキスパート、東泰成委員。 

○東委員 東と申します。よろしくお願いいたします。 

○中野制度審議室長 日本弁理士会副会長、本多国際特許事務所弁理士、本多敬子委員。 

○本多委員 日本弁理士会の本多でございます。よろしくお願いいたします。 

 以上、土肥委員長を含め 13人の委員で本委員会を開催させていただきたいと思います。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 それでは、本日の議題に入ります前に、６月 17 日付で特許庁長官の異動がございました。

小宮長官から御挨拶を賜りたいと存じます。 

○小宮長官 ６月 17 日付で特許庁長官を拝命いたしました小宮義則でございます。よろし

くお願い申し上げます。 

 委員の皆様方におかれましては、御多忙のところ御参集いただきまして、誠にありがと

うございます。商標制度小委員会の開催に当たりまして、一言御挨拶を申し上げたいと思

います。 

 まず自己紹介をさせていただきたいと思いますが、実は私は 2001 年から 2004 年まで経

済産業政策局知的財産政策室長として、知的財産基本法や、その前の小泉総理の官邸にお

ける知的財産戦略会議の事務方を務めさせていただきました。それから、特許制度、商標

制度という産業財産権四法とある意味で密接な関連にございます不正競争防止法の担当室

長として、営業秘密の刑事罰化や、その他のいろいろな法改正もしくは運用について、こ

こにいらっしゃる土肥先生の御指導をいただきながら３年間知財室長を務めたのが昔の話
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でございます。 

 12 年たちまして久しぶりに知財の世界に戻ってまいったわけでございますけれども、大

分昔とは様相が変わってきているなというのは率直な印象でございます。商標について見

ても、昔と比べてグローバル化が進みましたし、当時からインターネットの議論はありま

したけれども、インターネットが非常に戦略のツールとして使われるようになりまして、

したがって商標制度を取り巻く環境も大きく変化してきていると思います。 

 それに対応して商標制度の見直しも行われてきたわけでありますけれども、例えば本小

委員会で御審議をいただきました新しいタイプの商標につきましては、昨年の４月１日に

出願の受付を開始いたしまして、これまで 1,300 件を超える出願がなされており、登録件

数も 86 件となってございます。また、昨年の法改正におきましては、知的財産権の活用促

進や国際的な制度調和のために商標登録料の引下げ、それから商標法に関するシンガポー

ル条約などへの加入のための救済規定の導入など、国内制度の整備も行ったところでござ

います。今後も、ＴＰＰの発効を見据えた制度の見直しなど、商標制度を取り巻く環境の

変化に応じた商標制度の見直しを行っていく所存でございます。これによりましてユーザ

ーの多様なブランド戦略をますます推進していきたいと考えております。 

 商標制度が引き続き企業の信用維持、取引の活発化を促していくための礎として重要な

役割を担うためには、今後何が必要となってくるのか、またユーザーにとって活用しやす

い商標制度とは何なのかということにつきまして、限られた時間ではありますけれども、

このような大きな論点と対応の方向性につきまして皆様から忌憚のない御意見をいただき

たいと思います。活発な御審議をよろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 

              

              ２．会議の公開について 

 

○土肥委員長 それでは、次に具体的な審議に先立ち、本委員会の議事の運営等について

事務局から説明を伺った上で、皆様の御同意を得ておきたいと存じます。事務局から御説

明をお願いいたします。 

○中野制度審議室長 それでは、まず本日の資料の確認をさせていただきます。経済産業

省の方針としてペーパーレス化を推進しておりますことから、本日の審議会におきまして
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も、議事次第・配付資料一覧、委員名簿、資料１、資料２、資料３、参考資料１、参考資

料２の計７種類の資料のデータにつきましてはタブレットでご覧いただき、座席表及びタ

ブレットの使い方につきましてはお手元に紙で配付することといたしました。 

 簡単にタブレットの使用方法を御案内させていただきます。お手元にタブレットの使い

方という紙を御用意させていただいておりますので、そちらをご覧いただきながらタブレ

ットを触っていただければと思います。 

 タブレットを横向きに持っていただいたときに右上に電源ボタンがございますので、そ

ちらを押していただきますと画面が立ち上がります。画面のところに鍵のマークが出てい

るかと思いますが、そちらを指でタッチして右のほうに動かしていただくと画面が開くよ

うになっております。 

 画面が開きますと本棚のような画面が出てくると思いますが、そちらにファイルが入っ

ていることが御確認いただけますでしょうか。資料が必要であればこちらを開いていただ

きまして、例えば資料９（注：タブレット上の資料番号）【参考資料２】（注：資料番号）

というところを指でタッチしていただきますとそのファイルが開きますが、横向きですと

画面が小さくなりますので、タブレットを縦向きに変えていただきますと資料が少し大き

く表示されるかと思います。あとは、右から左に向けて指でめくるような感覚で指を画面

上で動かしていただきますと次のページに移っていきますので、このような形で参照いた

だければと思います。 

 また、違う資料をご覧になりたい場合には、左上に「一覧へ」というボタンがございま

す。「一覧へ」を押していただきますと本棚のところに戻りますので、そちらで見たい資料

を選んでいただければ中身を確認いただけるというつくりになっております。操作でお困

りになった場合には、手を挙げていただくなど合図をしていただければ対応いたしますの

で、そのような形でお願いいたします。 

 なお、大変恐縮ですが、議事次第・配付資料一覧の中に誤記が２点ございます。配付資

料２の名称は、「商標施策を巡る最近の動向」ではなくて、「商標政策を巡る最近の動向」

になります。また、参考資料１の名称は「各国の商標制度比較表」となっておりますが、

これは「各国・地域の商標制度比較表」が正しい記載でございますので、訂正いたします。

大変失礼いたしました。 

 続きまして、会議の公開について次のとおりでよろしいか、お伺いいたします。資料１

「会議の公開について（案）」をご覧ください。 
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 本会議は、原則として公開といたします。また、配付資料、議事要旨及び議事録も、原

則として公開いたします。ただし、個別の事情に応じて、会議又は資料を非公開にするか

どうかについての判断は、委員長に一任するものといたします。 

○土肥委員長 ただいま説明がございましたけれども、本委員会の運営に関する説明につ

きまして、このような形で取り扱ってよろしいかどうか、お諮りしたいと存じます。 

 御異議はございませんでしょうか。 

 よろしゅうございますか。 

 御異議がないということでございますので、今説明があったとおり本委員会の運営につ

いては行うことといたします。 

 

３．商標政策を巡る最近の動向 

 

○土肥委員長 それでは、資料を事務局に御用意いただいておりますので、事務局から説

明をお願いしたいと存じます。事務局による資料の説明が一通り終わった後で討議を行い

たいと存じます。 

 最初に、商標政策を巡る最近の動向について説明をお願いいたします。 

○木村商標制度企画室長 商標制度企画室の木村です。よろしくお願いします。 

 お手元の資料２「商標政策を巡る最近の動向」をご覧ください。パワポ資料になります

が、目次をご覧いただきますと、商標の出願・処理状況、商標法の改正、商標審査基準の

改訂、品質管理、それから国際協力、この５本柱で記載しております。 

 パワポ資料の右下にスライド番号が書いてあります。２ページをご覧いただきますと平

成 27年の出願件数がグラフで記載されております。平成 27 年ですが、13 万１千件の出願

がございました。これは平成26年に比べまして18.4％の増ということになっております。

出願件数は、平均区分数で 2.36、これも前年に比べますと増えているということになりま

す。また、国際商標登録出願の件数ですが、これも平成 27 年でいきますと１万６千件で、

これは前年比 26.1％の大幅な増になっております。 

 次のスライド番号３をご覧ください。これは中小企業による出願件数の割合でございま

すが、商標出願の場合には中小企業の占める割合が特許に比べると多いということで、

54.5％になっております。それから代理人の有無ですが、過去５年間において代理人を利

用した出願の割合は 60％台となっております。 
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 次、スライド番号４ですが、これはマドリッドプロトコルということで、国際出願の関

係でございます。国際出願は、日本から各国に出ていくものと、各国から日本に入ってく

るものと、二通りのパターンがございます。上のものは日本から国際登録を利用して各国

に出願されたものでございます。これも全体として見ると右上がりの傾向にございます。

多いのは中国 1,341 件、それからアメリカ 1,330 件、ＥＵＩＰＯ、韓国、シンガポールと

いう順番になっております。それから、日本に入ってくるものでございますが、これはア

メリカが一番多い 3,876 件、それからＥＵＩＰＯ、ドイツ、フランス、スイスということ

で、ヨーロッパからの出願が多いことがわかると思います。 

 次のページですが、５になります。これは、審査官一人一人の審査能力を高めていくこ

とが非常に重要になってくるわけですが、出願から一次審査、「ファーストアクション」と

言っておりますが、一次審査通知までの期間をここにプロットしておりますが、平成 27

年でいきますと約 4.3 ということで、平成 26年に比べて若干増えているのですが、これは

先ほど申し上げたとおり出願件数が相当増えているという状況もございまして若干増えて

はいるのですが、全体としてみれば短縮化の傾向にある。それはトータル・ペンデンシー、

最終処理期間も含めて全体的に短縮傾向にあるということがわかると思います。その一方

で、右のグラフをご覧いただくと、審査官の定員数でございますが、これは平成 23 年が

148 名だったのですが、平成 27年には 138 名と、10名の減ということですが、電子化の推

進やアウトソースをうまく活用していくことで先ほど申し上げたＦＡ、ＴＰの短縮化に努

力しているということになります。 

 平成 28年度実施庁目標ですが、ＦＡが 4.9、ＴＰが 7.2 ということで、期間が延びてお

りますが、これは後で申し上げるとおりシンガポール条約に加盟したということで期間の

救済規定が商標法上手当てされた、それに伴う期間の延びということになります。 

 次のページをご覧ください。６ページですが、新しいタイプの商標でございます。これ

は最新の６月 30 日の数字を入れております。出願件数が 1,329 件、登録件数は増えており

まして、86件となります。タイプ別では、音が 39件、動きが 36 件、位置が９件、ホログ

ラムが２件、色彩についてはゼロになっておりますが、今正に審査を継続中ということで、

出願人の方とコミュニケーションをしているところということになります。 

 海外との出願比較ですが、日本の場合、2015 年４月１日から 2016 年３月 31日、１年間

で 1,282 件という出願がございました。アメリカは 1947 年から 2012 年、約 65年ですが、

1,300 件近く、欧州は 1996 年から 2012 年、約 16年ですが、同じように 1,000 件近くとい
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うことで、日本の場合、かなりの出願が１年間でなされたといえると思います。 

 次のページです。実際の登録例でございますが、音商標、下に位置商標、ホログラム商

標、それから動き商標になります。音商標の場合には、五線譜に加えて音声ファイルを一

緒に提出していただく、それで音を特定するという運用をしております。 

 次、８ページですが、地域団体商標制度になります。地域団体商標制度は、平成 18 年の

４月に導入されております。これは地域の産品等についての事業者の信用の維持を図って、

地域ブランドの保護による我が国産業競争力の強化を図っていく、それから地域経済の活

性化を目的とするという制度でございます。平成 28 年６月 17 日に 600 件目の地域団体商

標、広島の比婆牛が登録されております。 

 それから、26年改正法におきまして、従来は協同組合といった団体が主体だったのです

が、商工会、商工会議所、それから特定非営利活動法人、いわゆるＮＰＯ法人ですが、こ

れも地域ブランドの担い手になってきているということで、これも主体として追加してお

ります。この追加された主体につきましては、現在まで合計５件の登録がございます。右

に書いてありますが、商工会「氏家うどん」、商工会議所「中津からあげ」、それからＮＰ

Ｏ法人「小豆島オリーブオイル」がそれぞれ登録されております。 

 次の９ページ、法改正の関係ですが、平成 27 年法改正で「商標法に関するシンガポール

条約」ということで、これは主に手続関係の条約でございます。手続関係の条約では、平

成８年に発効済みの「商標法条約」というものに日本は既に加盟しておりましたが、さら

にシンガポール条約ということで、救済規定を入れた新たな条約に加入する目的で、これ

に対応する法改正を行っております。 

 具体的な救済イメージですが、一番下に図が描いてありますが、例えば何日以内に特許

庁に書類を出してください、拒絶理由であれば 40日以内に提出してください、海外の場合

であれば３か月以内に応答してくださいということになるわけですが、その期間中に応答

できない場合も当然あるかと思います。その場合には期間救済のための期間を別途１か月

とか設けて、期間延長請求が出てくるかどうか待った上で処理をするということしており

ます。ただし、これにつきましては審査での手続きということになっておりまして、審判

における手続については適用されないということになっております。 

 それから、10 ページ、同じように 27 年法改正ですが、これは料金の関係になります。

ユーザーの皆様方の負担を軽減して商標を更に有効に使っていただき、企業競争力の強化、

それから経済活性化を促進するということで料金の見直しを実施しております。設定登録
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料、これは最初に登録査定が出た後に 10 年分の設定登録料を払っていただきますが、約

25％程度、それから更新登録料、商標の場合には更新ができますので、10年たって、また

10 年更新するという場合に 20％引下げをしたということでございます。この適用は、今年

の４月に施行しております。 

 それから、次でございますが、これは運用の話になりますが、商標審査基準の改訂を行

っております。商標制度小委員会の下に商標審査基準ワーキンググループというのを平成

24 年に設立しております。商標審査基準ワーキンググループにおきましては、先ほど申し

上げた新しいタイプの商標の審査基準を平成 26 年に行っておりますが、27年、28年につ

きましては全体を見直すという視点から検討を行っております。 

 27 年度に議論したものにつきましては、主に識別力に関する基準、商標法第３条の関係

でございますが、これについて審決例・裁判例をもとに内容及び例示を見直しております。

具体的に申し上げますと、書籍の題号、キャッチフレーズの取扱い、それから３条２項の

使用による識別性を獲得した場合の商標あるいは商品・役務の同一性の考え方、それから、

３条系ではないのですが、４条１項６号ということで、国や地方公共団体の著名な標章と

同一又は類似の商標の取扱いについて明確化を図ったということになります。これについ

ては、今年の４月１日から審査基準を適用しているということになります。 

 28 年度、これは今正に検討しているところですが、今年度は４条系、不登録事由という

ことで、例えば商標の類否判断とか、こういったことを議論しているところでございます。 

 その具体的な内容を 12ページ以降に書いてございます。ポイントですが、商標法第３条

第１項柱書、自己の業務に係る商品又は役務について使用する商標について。これは「使

用する」ということですので、使用できるのかどうかというのが基準になってくるわけで

すが、例えば医師の資格を持っている人でないとできないようなサービスというのがある

わけですが、それを今回明確化しまして、法令に定める国家資格等が必要な場合において、

当該資格を有しないことが明らかなときは３条１項柱書に該当することを明記したという

ことでございます。それから、３条１項３号、書籍の題号についても、従来の記載は書籍

の特定の内容を認識させる場合には３条１項３号だということで基準が明確でない部分も

あったのですが、これについて具体例も含めて審査基準を明確化したということになりま

す。 

 次ですが、13 ページ。標語・キャッチフレーズということで、キャッチフレーズはよく

企業の皆様方が宣伝広告等で使われる非常に重要なものですが、キャッチフレーズに該当
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するかどうかという具体的な判断基準が従来は明確でなかったということで、ここに(1)

から(3)まで書いてございますが、具体的な認定の方法を踏まえながら審査基準を明確にし

たということになります。それから、３条２項、使用による識別力。これは、商標の場合

には使った結果識別力があるという判断で登録される場合もございますが、厳密にいうと

使っている商標と出願している商標が同一である、あるいは出願している商品・役務と実

際に使われている商品・役務が同一でないといけない、これが基本的な考え方ですが、こ

れについても近時の裁判例を踏まえて、必ずしも厳密には一致しない場合であっても、さ

まざまな外観上の差違の程度とか、取引の実情を踏まえて考慮するという記載に改訂して

おります。 

 それから、14 ページですが、４条１項６号関係。これは国・地方公共団体等の著名な標

章、例えばということで国際オリンピック委員会の略称である「ＩＯＣ」、日本オリンピッ

ク委員会の略称である「ＪＯＣ」といった具体例を踏まえながら基準を明確にしたという

ことになります。 

 全体を通しますと、近時の裁判例を踏まえて例示を更新して、あとは用語の統一化を図

っているということになります。 

 それから、次の 15ページ、商標の審査の品質管理になります。出願がどんどん増えて審

査官の数は減ってきているということになりますと、当然審査の質をどう確保していくの

か、これが非常に重要になってきます。平成 26 年度ですが、審査品質管理小委員会という

有識者からなる小委員会を設置いたしまして、いろいろ議論をいただいて審査のほうにフ

ィードバックしていくという体制にしております。 

 取組みとしては、三つございます。一つは基本原則となります品質ポリシーというもの

を 26年８月に作って、それに従って審査を進めていく。それから、審査官が行った審査の

内容について管理職が全件チェックするということもやっております。それから、取組み

の３ですが、決裁が終了した案件についてサンプルチェックをして、それが正しかったの

かどうか、品質監査といったものも実施しております。 

 次ですが、16ページ。これは商標の審査の質に関する外部のユーザーからの評価がどう

なっているのかということでユーザー調査をやっております。27年度ですが、400 者を対

象にして、回収率が約 70％。調査項目ですが、（Ａ）商標審査全般の質についての調査、

それから（Ｂ）特定の出願における商標審査の質についての調査の２つからなります。（Ａ）

ですが、左のグラフでございますが、「満足」「概ね満足」「普通」で全体の 86％というこ
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とで、一定の評価をしていただいているのかなと思います。図２のほうですが、これは個

別にどういう点が満足だったのか、満足でなかったのかということですが、拒絶理由で必

要な説明がきちんとなされているというのがよかったとか、あるいは識別性の判断がちょ

っと低い、「悪い」とか「普通」という評価がなされているところもございますので、低か

ったものについては今後の課題ということで取り組んでいくことにしてございます。 

 次ですが、国際協力につきましては、ＴＭ５ということで中国、ＥＵＩＰＯ、アメリカ、

韓国、日本の五大庁でいろいろな取組みを進めております。今現在 13のプロジェクトを進

めておりまして、日本は悪意の商標出願対策、イメージサーチプロジェクト、マドリッド

プロトコル情報拡充プロジェクトの三つを中心に進めております。もう一つはＥＵＩＰＯ

と共同でユーザーをどうやってＴＭ５プロジェクトに参画させていくのかということを検

討しています。日本が主体的に行っているのはこの四つということになります。 

 その具体的な内容を 18ページに書いてございますが、悪意の商標出願対策プロジェクト

であります。悪意の商標出願というのは、一般的に、他人の商標がその国、地域で登録さ

れていない事実を利用して、不正な目的でなされる出願をいうということで、今まで３回

ほど「悪意の商標出願セミナー」というものを開催しております。今年度は事例集を作ろ

うということで、各庁から 10例提出いただいて、全体として 50 例程度の事例を作ってＰ

Ｒしていくことを考えております。あと、図形商標のイメージサーチ、それからマドリッ

ドプロトコルの利便性向上プロジェクトということもやっております。 

 それから、次はＡＳＥＡＮ協力になります。ＡＳＥＡＮは我が国の企業も進出して、こ

れから商標の保護というのは非常に重要になっていくということで、平成 27 年５月の日Ａ

ＳＥＡＮ特許庁長官会合で締結されましたアクションプランに基づいて、主にマドリッド

プロトコルの加盟、それから審査の運用のための支援、人材育成、こういったところに力

を入れております。27年度、マレーシア、ベトナム、ミャンマー、インドネシアから審査

官を受け入れております。それから、こちらからカンボジア、ベトナム、ミャンマー、マ

レーシアに審査官等を派遣しまして、日本の知見・経験を共有していくということをやっ

ております。今後もこういった支援を中心に、引き続き審査運用の共有という点に力を入

れて進めていくことを考えております。 

 最後ですが、ＷＩＰＯ・２庁間における取組みになります。条約関係でいきますとマド

リッド協定議定書。これは毎年１回作業部会というのが開催されておりまして、マドリッ

ド制度をより使いやすいものにしていくということで議論がなされております。今後マド
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リッド制度をどういうふうに使い勝手をよくしていくのかということで、今後議論すべき

テーマについての合意が今年の６月になされております。 

 それから、ニース同盟専門家委員会。これは商品や役務の表示をハーモナイゼーション

していくということでございますが、これも年に１回ＷＩＰＯで開催しておりまして、い

ろいろな日本のユーザーの方々からも要望がございますので、そういうものを踏まえて交

渉に臨んでいる。28年４月の専門家委員会では、「人工知能搭載の人型ロボット」、あるい

は「オーディオミキサー」、「和食の提供」、こういったものが国際分類として採択されてい

るということになります。 

 あとは、ＭＧＳと書いてありますが、Madrid Goods and Services Manager ということ

で、日本からも採択できる表示について情報提供をしております。 

 あとは２庁間における取組みですが、韓国、台湾につきましては専門家会合あるいは審

査官協議ということで、年に１回ペースで、審査の運用も含めて意見交換をしているとい

うことになります。中国とは日中知的財産権ワーキンググループというのを年に１回開い

て、ここで意見交換をしております。 

 事務局からは以上になります。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明を踏まえて議論に移りたいと思いますが、御自由に、御質問、

御意見がございましたらお出しいただければと存じます。 

 岩本委員、どうぞ。 

○岩本委員 中津商工会議所の岩本でございます。私から、先ほど資料の８ページで御紹

介がありました地域団体商標の取得の経過と、現在の運用状況について御報告を申し上げ

たいと思います。若干時間をいただきたいと思います。 

 私ども、「中津からあげ」ということで現在では随分有名になっておりますが、実は第二

次世界大戦後、中津地方というのは、どこでもそうでしょうが、鶏の肉あるいは卵の産地

ということがございました。何で空揚げなのだというのは、いろいろな説がございますが、

自然発生的に空揚げにして食するようになったところでございます。 

 一つの特徴は、空揚げ専門店が非常に多いということ、もう１点は注文を受けてから揚

げるというのが「中津からあげ」の特徴になっております。平成になってからマスコミ、

テレビ等で取り上げられておりますし、近年ではコンビニでの商品化ということがござい

まして、非常に有名になってまいりました。 
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 そういった中で、実は私ども商工会議所、あるいは中津市役所のほうにいろいろな苦情

の電話が入るようになりました。本当にこれは「中津からあげ」なんですか、余りおいし

くないですよとか、極端な例ですと、中津にある店舗の名前をかたってほかの地域で販売

されているというようなことも情報として入ってまいりました。 

 これは困ったなということで、「中津からあげ」をブランド化できないかといろいろ考え

ていた際に、先ほど御説明がありましたように商標制度が商工会、商工会議所、ＮＰＯ法

人に門戸が開かれたという情報を聞きまして、それではということで商工会議所が中心に

なりまして、中津市さん、観光協会、それから、現在 50店舗ほど中津市内に空揚げの専門

店がございますが、そういう方々と一緒になって検討を進めてまいりました。 

 その際、実は大分県の発明協会というところがございまして、無料の特許相談というの

を毎月やっていただいております。中小企業の方々がいろいろお使いいただいているので

すが、私どももお願いして専門の弁理士さんを御紹介していただきました。準備にかかっ

た際には、一つは「中津からあげ」が全国的に有名になっているという資料を集める、も

う一つは、「中津からあげ」を使用する方は中津商工会議所の会員である、その２点につい

て検討を進めてまいりました。 

 昨年の２月に特許庁に地域団体商標ということで出願いたしました。５か月後ぐらいに

特許庁から拒絶理由通知というのがございました。40 日以内に意見書を出さなければいけ

ないということで、その際、四つほど指摘がございました。空揚げの原料は鶏肉に限るの

ではなくて、魚でも空揚げではないですかという御質問をいただきました。「中津からあ

げ」という中津で作る空揚げはどういう製法なのですかという質問がございました。それ

から、先ほど申し上げましたが、大分県を越える地域でどれぐらい認識されているのです

かという御質問がありました。そういったことがありまして、40日という限られた日にち

ではございましたが、「中津からあげ」についてのアンケートということで 2,000 名の方々

に調査をいたしました。「中津からあげ」といえば鶏の空揚げだと九七、八パーセントぐら

いの回答をいただきまして、８月に意見書を提出いたしました。 

 その後、今年の１月８日に登録の通知をいただいたところでございます。内容は、大分

県中津地方に由来する製法により製造された鶏の空揚げということで、区分は第 29 類、

「動物性の食品及び加工した野菜その他の食用園芸作物」ということで認めていただいた

ところでございます。 

 せっかくブランドが取れましたので、私どもとしてこのブランドを、品質を含めて管理
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していこうではないかということで、先ほどの関係者の方々にお集まりいただき、「中津か

らあげ」の使用規則というのを検討いたしまして、今年の４月から運用を開始しておりま

す。「中津からあげ」の使用条件として五つほど定めております。中津商工会議所の会員で

あること。それから、商品は鶏肉をショウガ、ニンニクを基本とし、しょうゆ味又は塩味

を付加した独自の調味液に浸した後に油で揚げた空揚げ、これが２点目です。それから３

点目、使用する鶏肉は 100％国産鶏とすること。それから、調味液は市販のものでなく、

各店舗で独自に作成すること。それから、中津市内に本店を構える事業者であること。五

つの要件をすべて満たしているという条件を設定いたしました。 

 「中津からあげ」の商標使用を希望する方は私ども商工会議所に使用申請書を出してい

ただいて、内容を審査の上、認定しているところでございます。認定した場合には、認定

証並びに専用ののぼりを差し上げております。この６月末現在、空揚げ専門店の認定を 27

店舗についていたしたところでございます。認定した空揚げのお店からは、現在ばらばら

ののぼりが立っておりますが、専用ののぼりが市内各地に広がっていくと、もっと販売も

知名度も向上するのではないかと期待する声を聞いているところでございます。 

 せっかく私ども「中津からあげ」をブランドとして取得いたしましたので、実は「中津

からあげ」の登録をした直後、今年の１月 15日から 17日までの３日間、中津の特産品を

九州最大のマーケットでございます福岡市に売り込もうということで、中津物産市を開催

いたしました。その際、「中津物産市＆中津からあげサミット in FUKUOKA」ということで、

空揚げのブランドを前面に打ち出しまして物産市を開催いたしました。中津市内からは 14

店舗、「中津からあげ」の専門店が出店いたしまして、３日間、冬の時期ではございました

が、長蛇の列ができて、３時ごろには売り切れるというような店もございました。３日間

で約５万人の方々が福岡市役所の前のイベント広場に集まっていただきました。 

 こういった、民間主導も含めまして、いろいろなイベントを打ちながら対外的に中津ブ

ランドを活用していきたいと思っております。管内の事業者の売上げ増、それから地域資

源を活用した特色ある地域づくりに取り組んでいきたいと思っております。 

 １点だけ宣伝をさせていただきますが、さきの熊本・大分の震災を受けまして観光面で

非常に九州全体が厳しい状況に置かれております。そういった中で、「レッツゴー九州、行

くこと、それが力になります」ということで、九州を挙げて現在取り組んでいるところで

ございます。是非夏休み、あるいは秋の行楽シーズンも含めまして九州にお越しいただき、

また中津に見えていただきまして、各店舗のそれぞれ特色ある空揚げを食べていただくよ
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うにお願い申し上げます。 

 以上でございます。ありがとうございました。 

○土肥委員長 ありがとうございました。地域団体商標 600 番目という非常に切りのいい

数字でございますので、地域団体商標としてブランド化を是非確立していただければと存

じます。 

 ほかに、ございますか。 

 本多委員。 

○本多委員 日本弁理士会の本多でございます。18 ページにございますＴＭ５につきまし

て、私どももＴＭ５オブザーバーとして議論を拝聴する機会をいただいております。あり

がとうございます。 

 こちらの中で、悪意の商標出願対策プロジェクトが日本リードのプロジェクトとして掲

げられております。我が国におきましても、また他の国におきましても、私どもの依頼人

からも悪意の出願、取られてしまって困っているという声を聞いております。是非実効あ

る取組みを続けていただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○土肥委員長 ありがとうございました。制度の見直しは本小委のなすべきことですので、

今後是非そういう検討を進めていただければと思います。 

 ほかに、ございますか。 

 商標制度は利用者のための制度であると小宮長官もおっしゃっておられましたけれども、

利用者として何人かの委員、代表の方もおいでになっていますけれども、特に御意見、御

感想等々ございませんか。 

 ちょうど正面においでの佐野委員、いかがですか。 

○佐野委員 商標につきましては、特許がなかなか使いにくいＡＳＥＡＮとか新興国への

商品輸出等に関しては最後のとりでとなってきておりますので、19 ページに記載されてお

りますように、ＡＳＥＡＮへのいろいろな形での協力とかを含めまして、是非とも国際的

に我々日本の企業等が持っております商標がきちんと活用できるような状況を作り出して

いただきたいと考えております。 

 商標制度自体には非常に期待するところが多くなっております。私ども住友電工という

会社はＢ to Ｂの企業でございますが、実際上やれるのは商標しかないということで、現

在これに力を入れて取り組もうとしております。是非ともよろしくお願いいたします。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 
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 ほかに、いかがでございましょうか。 

 斎藤委員、どうぞ。 

○斎藤委員 花王株式会社の斎藤と申します。 

 16 ページの商標審査の品質の管理の図２のところを見ますと、おおむね良好な評価かな

とは思うのですけれども、この棒グラフの中で青いのが「悪い」という評価の数字になっ

ていまして、審査官の間の統一性とか、審判決との統一性というところの数字が少し大き

いのかな。日ごろ商標の実務をやっていて感じるのは、特許庁の中でも一生懸命調整され

ているのかなと思うのですけれども、審査のばらつきというのを同僚からも聞くことがあ

りまして、私自身も少しそういうことがあるのかなという感じがします。難しいかもしれ

ませんけれども、今後はこういったところの対応もしていただければと思います。 

○土肥委員長 ありがとうございました。非常に適切、厳しい御意見です。どうぞ、木村

制度企画室長。 

○木村商標制度企画室長 ありがとうございます。審判決との統一性というのは非常に御

指摘いただくところなのですが、そういう意味で我々も審査の側と審判の側のギャップが

どこにあるのかということで、定期的に審判からフィードバックを受けながら問題点がど

こにあるのかというのは検討しておりますので、ここは引き続き重要な課題と認識して改

善に努めていくということで考えております。 

○土肥委員長 では、青木 35部門上席部門長。 

○青木 35部門上席部門長 商標の審判を担当しております青木と申します。 

 今、木村室長から説明がありましたように、審判と審査との判断のかい離は長年の課題

でもございますが、審査は年間 13 万件の件数を 100 人ちょっとの人数で大量に処理すると

いう都合がございます。審判は、その中で個別に上がってきたものを一つ一つ、訴訟も意

識しながらじっくりやる、そういう体制の相違もございますが、同じ商標法に基づいて判

断するということで、ユーザーの皆様からしますと、特許庁において判断が部門によって

異なるというのは適切ではございませんので、その辺のかい離、判断の相違や判断手法に

ついてのすり合わせは、今、実際には年間４回定期的に審査と審判で意見交換をしており

ますし、個別案件ごとに審判での判断の考えを審査にフィードバックする、それに対する

意見を審査から審判に寄せてもらうということをしながら、統一的な判断とか、ユーザー

の皆様が納得いく判断手法というものに収れんしていくよう努めております。 

 それから、審査の判断につきましては、先ほどの説明にもありましたように、商標審査
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基準をより具体的、かつ明確にする方向での基準の改定について、商標審査基準ワーキン

ググループで御議論いただいて、その成果を審査基準に反映させているということで、審

査におけるぶれといいますか、判断の相違というものをなるべくなくしていくように努力

しているところでございます。 

○土肥委員長 よろしゅうございますか。木村制度企画室長、青木上席部門長から説明が

ございましたが、特許庁としても懸命にこれに対応しているということでございます。 

 ほかに、ございますでしょうか。 

 よろしゅうございますか。 

 

４．商標制度に係る検討事項 

 

○土肥委員長 それでは、次の議題である商標制度に係る検討事項について、事務局から

説明をお願いします。 

○木村商標制度企画室長 それでは、資料３「商標制度に係る検討事項」を御説明いたし

ます。 

 この検討事項につきましては四つ項目を入れております。最初ですが、権利者の同意に

よる商標法第４条第１項第 11号の適用の除外制度、いわゆる「コンセント制度」でござい

ます。このいわゆるコンセント制度につきましては、これまで商標制度小委員会で御議論

をいただいているところでございます。直近でいいますと平成 18 年２月に「商標制度の在

り方」で報告書が出ておりまして、更に検討を行うことが必要とされています。その一方

で、運用ベースですが、平成 19年に審査基準において取引実情説明書の運用を開始してい

ます。商品・役務の類否の関係では平成 24年に「類似商品・役務審査基準」の見直しを行

っているということでございますが、ユーザーの方々からは引き続きコンセント制度その

ものを導入してほしいという指摘がございます。 

 現行制度の概要ですが、コンセント制度は主に４条１項 11号の関係で御議論をいただい

ております。４条１項 11号といいますのは、先願に係る他人の登録商標があった場合には、

それに類似する商標であって、指定商品・指定役務が類似する場合には商標登録を受ける

ことができないという規定でございます。 

 これについて、２.問題の所在の「一方、」のところですが、先に登録してある商標権者

が、後から来た出願に対して、出所の混同を生じるおそれが低いといった場合には、商標
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権を取得することに同意する場合もある。商標権者の同意があった場合には、職権主義の

下で行われる審査官の類否の判断を補完して、取引の実情に合わせて適切な判断を確保す

べくコンセント制度を導入すべきではないかという御指摘がございます。これが２ページ

の上の部分です。 

 こういう御指摘がある一方、「なお、現行制度の下では、」ということで、４条１項 11

号の拒絶理由を回避する意味で、「実務上は、」と書いてありますが、当該商標登録出願に

より生じた権利を引用商標権者に一旦譲渡することにより拒絶理由を解消し、商標登録を

得た上で、引用商標権者からもとの商標登録出願人に再譲渡を行う、脚注の２に書いてあ

りますが、一般にアサインバックといわれている手法ですが、こういった手続が使われて

いるわけでございますが、これはう遠ではないかという御指摘もあります。 

 これまでの検討経緯ですが、先ほど申し上げたとおり、平成 18年２月に報告書が出てお

りまして、この中では、法制的にどうなのかという点ですが、コンセント制度については、

職権主義において、取引の実情を踏まえたより適切な判断を行うという観点から一定の意

義はあるということですが、当事者の同意によって混同を生ずる可能性がある複数の商標

を登録することになってしまうという点で、需用者の保護という観点からは更に検討を行

う必要があるという結論になっております。その一方で、コンセントが必要だという背景

としては、商品・役務の類似審査基準がどうなのかという御指摘がございます。これにつ

いては、先ほど申し上げたとおり見直しを平成 24年にやっております。 

 それからもう一つ、取引の実情、要するに類似すると判断がなされたときに、特殊な事

情があって類似しないという主張も出願人からは当然あり得るわけですが、この点を明確

にする意味で平成 19 年に取引実情説明書というのを出願人から提出していただいて、それ

を審査の資料として活用していくという制度を入れております。 

 コンセント制度につきましては各国でどういう運用がなされているかというのが４.に

あります。３ページの上の部分ですが、法律を根拠として当事者の合意により商標登録制

度を認めている国はニュージーランドがございます。法律に書いてございまして、権利者

から同意書が出てくると登録をする、完全に認めるという意味で「完全型」と言っており

ますが、こういう国がございます。その一方で、法律ではないのですが、審査基準あるい

はガイドラインに書いてあるのですが、最終的には当事者の同意を出所の混同のおそれが

あるかどうかという判断の一要素として考慮する。したがって完全ではないのですが、そ

れが出てきたときに混同のおそれを判断する際の一材料とする、これがアメリカでござい
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ます。そもそも何も書いていないのですが、それが出願人から出てきた場合には判断の要

素とするというのがオーストラリア、中国であります。なお、韓国はコンセント制度を検

討したのですが、現段階ではコンセント制度は入れておりません。 

 対応の方向性ですが、実は昨年度、特許庁で調査研究をやっております。コンセント制

度について本当に必要なのかどうか、企業 1,060 社を対象にアンケートをしまして、427

社から回答を得ておりますが、55.3％の企業がコンセントを設けるべきであるという御指

摘をいただいております。 

 その一方で、第４パラですが、なお、法改正によるコンセント制度の導入を検討する場

合には、①、これは報告書の中でも記載してございますが、出所の混同を生じる類似の商

標が複数登録されることになるため、「需要者の利益保護」を目的の一つに掲げる商標法の

趣旨との関係にそごが生じる可能性がある。それから、仮に４条１項 11 号に、当事者の合

意により「類似であっても混同は生じないものとする」という概念を追加する場合には、

これまでの最高裁判決で示された類否の考え方、脚注の７に書いてありますが、最高裁判

所の昭和 39 年３月の判決でございますが、こういったものとそごが生じる可能性があると

いうことで、慎重に検討を行う必要もあるということになります。 

 ４ページでございます。先ほどの調査研究でいろいろ聞いていきましたところ、コンセ

ント制度の調査と併せて取引実情説明書、平成 19年に導入した運用上の話でございますが、

まず、これを提出した経験がない企業が 94.8％ありました。そのうち 42.7％が、そもそも

取引実情説明書の存在を知らなかったという回答をしております。経験があると回答した

企業 15 社のうち、今後取引実情説明書を利用しないと回答した４社にその理由を聞きます

と、他の方法で対応可能であるとか、適用要件・範囲が厳しいといった点が指摘されてお

ります。 

 それらを踏まえますと、取引実情説明書がいまだ有効に活用されていないのではないか

という御指摘になってくると思いますが、その背景には、御指摘にもありますとおり要件

が厳しくて利用がなかなか難しくなっているのではないか、あるいはそもそも認知度が低

いということが考えられます。４条１項 11 号の商標審査基準ワーキンググループの検討に

おいては、当然取引実情説明書も基準に書いてございますので見直しの対象になり得ると

は思うのですが、まずは現行の運用でやっているところをしっかりと見直して、その上で

法的にどうなのかということも併せて検討する必要があるのではないかということで、我

が国におけるコンセント制度の導入の必要性、導入の方法については、改めて検討を進め
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てはどうかということにしてございます。 

 次の商標の保護対象の拡充でございます。26 年法改正におきまして、音とか色も保護対

象に加えたわけですが、このときに、においとか、トレードドレスといったものについて

も導入すべきではないかという御議論がありました。既に、においについても諸外国にお

いて一定程度登録がなされているという事情がございました。報告書の中では適切な制度

運用が定まった段階で保護対象に追加できるよう、検討を進めていくことが適当であると

いうことになっております。 

 現行制度の概要、５ページでございます。これは商標の定義にも関わってくることでご

ざいますが、商標法第２条第１項でございます。「商標とは」ということで書いてございま

すが、26 年改正法で「人の知覚によって認識することができるもののうち、文字、図形、

記号、立体的形状若しくは色彩又はこれらの結合、音その他政令で定めるもの」というこ

とで、「その他政令で定めるもの」というのは現在定めておりませんので、新たな対象とし

ては「色彩又はこれらの結合、音」ということになります。「におい」、「触感」、「味」につ

きましては、26年改正法のときにはニーズが顕在化していないということで保護対象には

しておりません。 

 諸外国における保護対象ですが、ヨーロッパ、アメリカ、オーストラリア、いずれも商

標の定義が広いので、当然、においとか触感というものも保護対象になり得る。特にアメ

リカでは「トレードドレス」という概念が成立しており、主に識別性、機能性の二つの観

点から登録の可否を判断しているということになります。６ページ、韓国、中国ですが、

韓国は音とにおいは保護の対象になっております。中国は音について保護対象に追加して

おります。 

 これまでの検討経緯は、平成 21 年に新しいタイプの商標を検討する際にワーキンググル

ープを作っておりまして、そこで報告書がまとめられております。この中で、その他のタ

イプ（香り・におい、触感、味、トレードドレス）については、商標法の保護対象に追加

しないことが適切と考えられる。商標の権利範囲を特定するのが難しいのではないかとい

った考え方になるかと思います。新しいタイプの商標について、平成 25 年９月ですが、こ

れは先ほど申し上げたところになります。 

 ７ページの４.対応の方向性になります。これについても、基本的にはユーザーの皆様方

がどのようにこれを考えていくのか、権利化が本当に必要なのかというユーザーのニーズ

の把握が必要かと考えております。においにつきましては各団体にヒアリング等を行って
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いるところですが、いまだ明確な、権利化をしてほしいというところまでは、把握できて

いないところもございますので、ここは引き続き、保護のユーザーニーズの把握に努めつ

つ検討を進めていくということで記載しております。 

 それから、３番目ですが、商標の定義のあり方。このテーマも相当前から商標制度小委

員会で議論していただいております。新しいタイプの商標で定義を改訂する際にも、識別

性を入れるべきではないかという御議論をいただいております。最終的には、26年改正法

では引き続き検討ということで、商標権の効力が及ばない旨の規定、これは 26 条ですが、

こちらの手当てを行ったということになっております。 

 ８ページでございます。問題の所在ですが、商標の本質的機能というのは自他商品役務

の識別機能とか出所表示機能でございますが、これが２条には書いていないということで

すが、裁判例においては実際には商標の機能ということでそれを前提に判示しているもの

が多数存在しているということになります。ですので、２条自体には記載されていないの

ですが、商標とは識別機能、出所表示機能が重要なのだという前提で実務は進んでいると

いえると思います。ですが、諸外国の法令を見ますと、ほぼ、識別できるものというのが

商標として記載されておりますので、ハーモナイゼーションの関係から追加すべきとの指

摘がございます。 

 これまでの検討経緯は先ほど申し上げたとおりですが、結局のところ、真ん中からちょ

っと下ぐらいですが、この報告書におきましては、商標法の体系への影響、それから実務

的な影響については、当小委員会においても検討してきたところですが、引き続き具体的

な条文に則して更なる検討を行っていくべきものとして、そのための具体策を講じるのが

適当であるということになっております。 

 ９ページです。対応の方向性ですが、これを受けまして、特許庁では調査研究の実施を

予定しており、具体的には国内外の文献調査、あるいは商標の定義規定に識別性を追加す

る必要性、あるいは追加する場合の商標法全体への影響、こういったものについて整理・

分析を行うことを考えております。そういう整理・分析を踏まえた上で引き続き検討して

はどうかと考えております。 

 最後に４番目ですが、登録後に自他商品役務の識別力を喪失した商標の取消制度。これ

も平成 25 年９月の報告書に記載してございますが、登録の時点で識別力があるのですが、

その後、時間の経過にしたがって識別力がなくなってしまうような商標というのもござい

ます。そういうものについては、基本的には事後的な無効事由になっていないというのが
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日本の商標ですので、そのままになっているのですが、諸外国を見てみますと、識別力を

失った商標については取り消しできるような制度がございます。ですので、同じように日

本でも識別力を失ったものについては取り消すべきではないかという要望が寄せられてお

ります。 

 現行制度の概要は今申し上げたところになります。 

 問題の所在ですが、登録後に自他商品役務の識別力を喪失した商標については、専ら現

行法ですと 26 条第１項第２号から第４号で商標権の効力が制限されるということですの

で、そもそも登録取消にならなくても、登録があった状態でも変な影響はないような手当

ては 26 条でなされていることになりますが、普通名称又は品質表示として需要者に認識さ

れている商標が商標権として存在することは、審査においても４条１項 11号の適用におい

て問題が生じるとか、無用な紛争が生じるおそれがあるという御指摘をいただいていると

ころでございます。 

 あわせて、何らかの防止措置として、例えば普通名称化を防止するための措置の必要性

も指摘されているところでございます。 

 次の 10ページになりますが、これまでの検討経緯のところで、このテーマの主な課題で

すが、ユーザーニーズ、それから取消制度導入における商標権者の負担、取消制度の対象

とする商標の範囲ということになります。 

 対応の方向性ですが、これについては特許庁のほうで調査研究を平成 25年度に実施して

おります。ニーズ調査のアンケートも行っております。この調査では、取消制度について

の一定程度のニーズはあるということですが、現行法でも先ほど申し上げた 26 条の効力を

制限する規定がございます。なので、侵害訴訟で個別に争えばいいのではないか。それか

ら、どちらとも言えないといった回答もございました。したがいまして、取消制度をすぐ

導入するべき差し迫ったニーズがあるとまではいえないということでございます。 

 したがって、新しいタイプの商標が導入されまして、新しいタイプの商標というのは一

般名称というよりも、品質表示とか識別力が弱いところで登録されているものも今後出て

くる可能性がございますが、そういったものが侵害訴訟でどういう扱いになっていくのか

とか、運用状況を見た上で更に検討を進めていくべきではないかという御指摘をいただい

ております。対応の方向性も、今申し上げたとおり、一定のニーズはあるのですが、いま

だ差し迫ったニーズがあるとまではいえないということになっております。 

 最後に 11 ページですが、登録後に自他商品役務の識別力を喪失した商標の取消制度の導
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入については、今後の新しいタイプの商標の審査・審判の状況、それから登録された新し

いタイプの商標の活用状況に注視しつつ、引き続き検討を進めてはどうかということでご

ざいます。 

 資料３は以上になりますが、関連いたしまして参考資料１、各国・地域の商標制度比較

表。今申し上げた、定義、保護対象、コンセント、それから登録後に識別力を喪失した商

標の取消制度について各国の制度を比較しております。 

 それから、参考資料２でございます。コンセント制度に関する意見書、日本弁理士会か

らいただいているもの。それから、日本商標協会から４条１項 11 号の適用を除外する制度

の導入についてということで、いずれもコンセント制度に関する御提案といいますか、法

改正、見直しについて御要望をいただいております。最後に、日本弁理士会から事後的に

識別力を喪失した登録商標の取消審判制度を創設すべきであるといった提言書もいただい

ております。これは参考までに添付してございます。 

 以上になります。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明に関しまして議論に移りたいと存じますが、最初に御質問等

がございましたらお願いいたします。 

 御意見でも結構でございます。御質問、御意見がございましたらどうぞお願いいたしま

す。 

 林委員、どうぞ。 

○林委員 三つ目の商標の定義に識別性を入れる件について、日弁連が直近で出しており

ます意見書がございますので御紹介したいと思います。 

 2013年、平成25年１月16日付で日本弁護士連合会より「商標制度の在り方について（案）

に対する意見書」というものを出しております。日弁連のウェブサイトからもダウンロー

ドできますので、本日の資料には出しておりませんが、こちらの意見書を今後の調査研究

の御検討においても御考慮いただければと思います。 

 この点についての本日の資料３の９ページの冒頭、「今後の調査研究における論点」にあ

ります国内外の文献調査、追加する必要性、それから追加する場合の法律への影響等につ

いては、日弁連の知財センターの商標ＰＴの中で足かけ３年にわたって検討した結果を、

資料も付けまして、この意見書で述べております。端的に申し上げますと、平成 24 年 12

月 17 日付で商標小委員会からパブコメが出されたときに、その報告書（案）の中では、結
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論としては２条の商標の定義に識別性を入れるということになっていたという理解で私ど

もはおりまして、その実施が先送りされたことは画竜点睛を欠くものであるという意見書

を出しております。 

 理由とするところは、本文だけで 10ページにわたる意見書で、書かせていただいており

ますけれども、知財各法において権利保護の対象を定義する際にはその本質を定めるのが

通例であり、商標の定義を規定する以上、単に商標の構成要素を列挙するのではなく、商

標の本質的機能について法律的に実質的意味を持つ定義規定であるべきである。したがっ

て、判例が解釈上補ってきた大前提である自他商品等の識別性を端的に商標の定義条項に

おいて規定することは、ごく当然の事柄であるということ、また、各国の商標法における

商標の定義規定には、商標の本質である自他商品役務の出所に係る識別性が規定されてい

るということは、御案内のとおりでございますが、昭和 34 年に商標法を全面改正する際、

大正 10年の商標法について、「荒玉文庫」の資料まで取り寄せて調べた結果も、この意見

書の中で述べておりますので、是非調査研究においては御検討いただきたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 

○土肥委員長 ありがとうございました。調査研究を担当される方におかれましては、今

の林委員が示された意見書をどうぞ十分御活用いただければと思います。 

 本小委において議論があったことは十分承知しております。ただ、今、林委員がおっし

ゃったように入れることが前提的にまとまったということではなかったのですね。いろい

ろ議論もございましたし、34 年法の立ち上げのときに、ああいう形でスタートいたします

と、最初のボタンをどこでとめるかというのが後々影響が出てきますものですから、大き

く一歩を踏み出せなかったということだと思います。しかし調査研究をするということで

ございますので、それに併せて検討していただければと思います。 

 ほかに御質問、御意見。 

 本多委員、どうぞ。 

○本多委員 林委員がおっしゃられました商標の定義につきまして、日本弁理士会といた

しましても前回の小委のときに、定義規定というのは見た方がすぐ商標の本質というもの

をわかっていただけるような定義であるべきではないかと思います。判例などをくみして

わかるようなものではなく、わかりやすいものに変えていただいてはいかがかという意見

を出させていただいたかと思います。今後御検討いただけるということでございますので、

調査研究において、あわせて、是非よろしくお願いしたいと思います。 
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○土肥委員長 ありがとうございました。 

 ほかに、ございますか。 

 稲川委員、どうぞ。 

○稲川委員 コンセント制度についてよろしいでしょうか。 

 コーセーの稲川と申します。本日は日本化粧品工業連合会の商標委員会副委員長の立場

で申し上げたいのですが、日本化粧品工業連合会からも、ちょっと昔になってしまうので

すが、2003 年に特許庁に対してコンセント制度を導入してほしい旨の要望書を提出してお

ります。そのときの概略は、いわゆる完全型のようなものを導入していただき、この制度

が採用された場合には、コンセント制度による登録であることを公報や、今でいうＪ-Plat 

Pat などに記載していただきたい。 

 そのときの理由は、譲渡とか、アサインバックのような類似商品が残存した場合の譲渡

は容認されているにもかかわらず、それと実質的に同じと思われるコンセント制度が認め

られないというのは整合性がないのではないかということになっております。 

 ごく最近も委員会で検討したのですが、やはりコンセント制度の導入については大賛成

ということで、本日の参考資料２の日本弁理士会さんから出ている要望書の内容がほぼ意

見としては一致するのかなと考えているのですが、その中に現状ございます取引実情説明

書の欠点ということで書かれているかと思いますが、要件が非常に厳しい。基本的に当社

も使っていない商標のほうが多くて、商標権者が使用していない場合にはこの制度が使え

ないということで、非常に使いづらい制度ではないかと考えているのと、外国とのハーモ

ナイゼーション的な観点からすると日本も前向きに導入を検討するべきではないか。 

 当社の事例ですが、過去にある欧米の企業から手紙が来まして、同意書をいただけない

かという内容でした。日本のことを理解されていない方で、制度についても我々が説明し

なければいけないのかと、そのときはもやもやしたのですが。それから、アサインバック

に関しての欠点といいますか、手間とか費用がかかりますし、一度アサインバックで登録

されてしまって、再度それに関連する商標をどちらかが出願した場合には、お互いが蹴り

合ってしまうということもあって、どちらかの権利者にすべての関連する商標を寄せなけ

ればいけないということもございますので、コンセントがあればそういうことが一気に解

決するのかなということで、2015 年のときのアンケートに当社として意見を申し上げてお

ります。 

 あと、例えばですが、今は不使用商標が多いのですが、不使用取消を当社が受けた場合
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に、相手方に対して同意書を出すかわりに不使用取消審判を取り下げてもらえるような交

渉材料にもなり得るのかなと考えておりまして、運用で結構ですから、是非ともコンセン

ト制度を早い時期に日本も導入していただきたいなと考えております。以上でございます。 

○土肥委員長 ありがとうございました。先ほどの説明では、取引実情説明書の制度の周

知が十分でないということもあり、まずは取引実情説明書というものがどう有効に利用さ

れるのか、実効的に機能するのか、このあたりを見た上で、改めて今おっしゃっておられ

るようなコンセント、完全型、非完全型があると思いますが、その導入の検討を進めたい、

商標課の説明はこういうことだったのですが、稲川委員も大体こういう趣旨でおっしゃっ

たのかなと思いますが、それでよろしゅうございますか。 

○稲川委員 ただ、取引実情説明書が現行のままだと、実際に提出できるケースが皆無に

近いのかなと考えておりまして、そこを緩和していただかないとちょっと厳しいのかなと

いうふうに考えています。 

○土肥委員長 わかりました。取引実情説明書の運用についても若干検討することになろ

うかと思いますけれども、まずは取引実情説明書のほうからこの問題について考えていく。

その際は現行の取引実情説明書の運用だけではなく、更に改善を含めて検討していただけ

ればと思います。 

 ほかに。 

 本多委員、どうぞ。 

○本多委員 今、言及していただきましたように、平成 25 年に日本弁理士会から「コンセ

ント制度導入に関する意見書」という形で意見を提出させていただいております。こちら

の中で取引実情説明書の仮想事例を幾つか想定いたしまして、現実に提出する場合の要件

などを検討させていただきました。実際に検討した結果、例えば４条１項 11 号の対象とな

るようなものがあるにもかかわらず、自分たちで使用の実例を提出することは大変リスク

が大きくて難しいとか、全部の商品について説明しなければいけないとか、そういう不都

合があるという結果を得て、実務的に使いにくい制度であるという意見を出させていただ

いております。是非取引実情説明書について御検討いただく際には、私どもの意見書も検

討していただければと思います。 

 また、アサインバックなどによる場合、例えばハウスマークと何かが付いている場合な

どは、他社に一時的でもあれ譲ることが難しくなっております。また、複数引例が引かれ

ていた場合にはアサインバックは実際には難しくなっております。そういう実情も考えて
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いただきまして、最終的には私どもはコンセント制度を導入していただければと思ってお

りますが、それまでの間、取引実情説明書の改訂などもお考えいただけるということなの

で、是非積極的に御検討いただければと思います。 

○土肥委員長 コンセントということになると、制度そのものの見直しということになり

ますので、本小委の中における議論になっていくはずであります。しかしその前に、現状

の問題がございますので、まずは取引実情説明書がユーザーにとって有益な形で運用され

るようなことを事務局においては考えていただきたいというふうに承知しております。 

 ほかに、ございますでしょうか。 

 大向委員、どうぞ。 

○大向委員 コンセントの関係で、私としては、委員長がおっしゃいましたように取引実

情説明書の中で取扱いをまず見ていくという事務局メモにあります方針に賛同しておりま

す。というのも、コンセントの制度を入れる場合には現状の判決の基準との整合性という

ところが問題になろうかと思いまして、３ページのなお書き以下にあるところは、正にそ

のとおりではないかと思います。最高裁で示された類否との整合性といったところですね。 

 導入に当たっては慎重な検討を行う必要があるということがありつつ、他方、利用者の

ほうでは取引実情説明書が使い勝手がよくないという声があるのもよくわかるところでし

て、私も案件の中で検討の結果出せないという経験をしたこともございます。今回、商標

審査基準ワーキンググループで集中的に御検討されていく中で取引実情説明書についても

取扱われるということだと思いますので、最高裁判決の基準の中にあります審査基準の見

直しの中で、どのように取引実情説明書を取り扱っていくのか見直していただくのがよい

のではないかと思います。審査基準については、登録場面だけではなくて、紛争の場面、

裁判に行く前の警告などの段階で、類似の商標の併存状況を見ながら権利の強さなどを検

討していく弁護士としての立場においても、類否に関する審査の基準と裁判所の判決の基

準との整合性というのがどうしてもありますので、一貫性を保ちながら御検討いただきた

いと思います。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 田村委員。 

○田村委員 20 年以上前にこの審議会にいたもので、少し古い話になってしまいますが、

もともとコンセント制度は、連合商標制度というものを廃止するときから綿々と流れてい

る議論が背後にあります。御案内のとおり、もともと日本の商標法は、昭和 34年法は、類
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似の範囲内では一括して連合商標として一人の商標権者に登録させ、移転も、分離はでき

ない、常に一括して移転しなければならないという制度を置いておりましたが、1996 年改

正でそれを廃止いたしました。そのときからコンセント制度の要望があって、中間策とし

て、コンセント制度は入れないけれども、連合商標制度は廃止して分離移転は認める。そ

のかわり 52 条の２の審判を設けまして、いろいろな要件がありますが、一定の場合に、弊

害が出た場合には取り消すという、商標登録を取り消す制度を導入しております。 

 法制度を作る場合には、今日の事務局の案ではスペースの関係で省いているのだと思い

ますが、現在は、登録を完全に自由に移転できることにはなっておりませんので、52 条の

２との関係を考えながら、それにそろえた要件にするのか、あるいはそれも含めて見直す

のかいうことを考える必要があろうかと思います。それが１点目です。 

 ２点目は、先ほどから議論になっています最高裁の話がありますが、事務局の資料によ

りますと３ページの下から４行目に書いてあるところですが、最高裁との関係で問題にな

るのは、「仮に」ということで、「類似であっても混同は生じないものとする」という概念

を入れれば大きくそごが生じることになるわけですが、コンセントがあったときには類似

の有無と無関係に登録を認めるというふうにすれば、全く最高裁とそごはない。それは立

法判断になるのだと思います。 

 むしろ最高裁が問題になるのは、今、非常に期待が高まっている取引実情説明書のほう

に影響があるわけでして、取引実情説明書は類似の範囲の中で何とか処理しようとしてい

るわけですから、おのずと限界がある。だから、取引実情説明書の運用を緩めていくとい

う考え方はあり得るでしょうけれども、その際には、あくまでも立法によらずに解釈でや

ろうということですから、後々裁判所のほうに案件が行ったときにどうなるかということ

も十分検討する必要がある。最高裁判決との関係でできる範囲のことをするということに

なるのではないかなと思いました。以上です。 

○土肥委員長 ありがとうございました。正に委員が御指摘のように、この問題は非常に

重要な、商標制度の根幹につながるところでございますので、単純にコンセントを入れる

というだけで終わる話ではないということでございます。さりながら、制度を見直すとい

うのはもちろんできるわけでございまして、この小委において制度の見直しは期待されて

いるところだろうと承知しております。 

 ほかに、ございますか。 

 斎藤委員、どうぞ。 
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○斎藤委員 もう一つコンセントで、今、田村先生がおっしゃっていた最高裁判決の話で

すが、ここにもありますように、類否は、出所につき誤認混同を生ずるおそれがあるか否

かによって決すべきというところを考えると、例えばですが、混同が生じないものは類似

しないと考えれば、法律をいじらなくても解釈でできるのかと思います。それが取引実情

説明書にも使えるのではないかと思います。この考え方がいいのかどうか、よくわからな

いのですが、もし判決にそごを来さないような解釈というのがあるとすれば、そういうこ

とがあるのかと思います。もう一つは、今、審決とか判決で類否判断がひっくり返るケー

スがあったりしますので、例えばコンセントの制度があるならば、審査段階で併存登録が

認められればひっくり返るケースはなくなって、いい方向へ行くのかなという意見が出ま

した。 

○土肥委員長 ありがとうございました。不競法２条１項１号には類似と混同の概念が規

定されているわけでありまして、今、委員がおっしゃったような、混同がなければ類似と

はしないという学説もないわけではないのですが、そういう学説だけではないものですか

ら、きちんと法改正という問題になっていくのだろう、慎重な議論が求められることにな

るのだろうと思います。 

 ほかに。 

 本多委員、どうぞ。 

○本多委員 追加でございますが、コンセント制度の有用性につきまして、海外のクライ

アントなどを扱っておりますと、ワールドワイドに商標を使用する場合に、すべての国に

おいてすみ分けをするという契約をしているクライアントも多うございます。そういうク

ライアントから、日本だけは特殊な制度があるということで使いづらい、コンセント制度

があれば使いやすいという意見もありますので、御参考までに御紹介させていただきます。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 コンセントと定義の問題が多く出ておりますけれども、ほかにございますか。 

 本多委員。 

○本多委員 識別力を喪失した場合の取消制度について、やはり日本弁理士会から平成 27

年度に提言させていただいております。前回御検討いただきましたときにはニーズがそれ

ほど多くなかったということでございますが、その後、新しいタイプの商標なども導入さ

れまして、今後、使用による識別性を証明しての登録というものが多く見られることにな

ろうかと思います。このような商標であっても登録後、使用をやめた場合であっても、特
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に識別性を証明しなければいけない場面がないものですから、今後、継続して必要性につ

いて御検討いただきたいと思います。登録がある以上は４条１項 11 号の理由として挙げら

れてしまいます。26 条があるからといいましても、それは１対１のもので、個別的に対処

していかなければいけないという不便がございますので、是非今後御検討していただけれ

ばと思います。 

○土肥委員長 審判制度がもしあれば相当利用されると本多委員はお考えということです

ね。 

○本多委員 相当程度かどうか、実際に取消審判を請求するかどうかはわかりませんけれ

ども、４条１項 11 号で引かれてくる引例の中には、これは明らかに識別力がないでしょう

というものも引かれております。そういったときの対策として、取消制度があると安心し

て出願人なども対処できるのではないかと考えております。 

○土肥委員長 ありがとうございました。 

 ほかに、ございますか。 

 岩本委員、どうぞ。 

○岩本委員 検討項目、４項目について特に意見があるわけではございませんが、中小企

業の立場から二つほどお願いがございます。 

 １点目でございますが、費用の問題でございます。是非中小企業に御配慮いただいて、

減免の制度を作っていただけたら、より活用が進むのではないかというのが１点目でござ

います。 

 ２点目でございますが、手続面で、私どもも体験いたしましたが、先々の流れを理解す

るまで時間もかかったというのが私どもの実感でございます。中小企業者にとりましては、

先ほど手続を専門家にお任せすることが６割以上あるということですが、チャレンジでき

る範囲は中小企業が自ら汗をかいて勉強しながらやっていこうという意欲的な方もおられ

ます。ですからできるだけ、流れでありますとか、もう一つは商標を活用してうまくいっ

た事例を、ホームページを含めていろいろなところで広報していただけると、より身近な

ものに感じられるのではないかと思っております。以上２点、御検討をよろしくお願いい

たします。 

○土肥委員長 事務局からの説明にもございましたけれども、料金は相当安くなっている

のも事実でございますので。御要望はちゃんと聞いておりますので。 

 ありがとうございます。ほかになければ。 
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 本多委員ございますか。どうぞ。 

○本多委員 たびたび申しわけございません。 

 商標の保護対象の拡充ということであります。具体的に拡充ということではないのです

が、新しい商標が入りまして、色の商標などが入りましたために、今まで地模様について

四角の商標見本として出しておりましたけれども、それが現実に連続して地模様として保

護されているのかそうでないのか、はっきりしない。色彩の商標が入ってきたために、地

模様が、今までの出願の方法で本当に地模様として保護されているのかどうか、明確では

ないという声がございます。もし法制度を変えるようなことがございましたら、地模様に

ついての特定の仕方なども併せてお考えいただければと思います。 

○土肥委員長 この点は正に商標審査基準ワーキンググループで検討しているところでご

ざいますので、説明があろうかと思います。 

○木村商標制度企画室長 地模様につきましては、３条１項６号のところで、昨年度にな

るかと思いますが、審査基準で一定の手当てをしております。その際日本弁理士会からも

地模様の取扱いについて明確にしてほしいという御指摘をいただいていたと思います。 

 もともと地模様については識別力がないという整理を今までしてきたのですが、それに

ついても一定の範囲で基準を明確化しておりますので、一定の対応しているのではないか

と思います。個別の案件については、色の商標で出願するのか、通常の商標で出願するの

か、いろいろなタイプがあると思いますが、それは個別案件に従って判断が適正になされ

ていくということだと思います。 

○土肥委員長 以上でございますが、いかがでございましょうか、事務局から先ほど提案

がございましたけれども、４項目について基本的にはこのような方向性で今後検討を進め

ていくということで、本小委において御了解いただいたものというふうにまとめさせてい

ただいてよろしゅうございますか。 

 ありがとうございました。御了解が得られたというふうに承知いたします。 

 

５．閉会 

 

〇土肥委員長 それでは、本日予定しておりました議事は以上でございます。最後に今後

のスケジュールについて事務局からお願いいたします。 

○中野制度審議室長 次回、第３回の商標制度小委員会の開催は、現時点では未定ですが、
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本日の議論を踏まえ、事務局にて各論点について更に整理を行い、その後、委員の皆様と

日程を調整した上で開催したいと思います。 

 最後に、土肥委員長は今回の開催を最後に任期が満了いたしますが、御挨拶をいただけ

ればと思います。 

○土肥委員長 平成 15 年６月からですか、そのときから 13年ぐらい本小委の委員長を務

めさせていただきました。この間、地域団体商標から始まり、最近では新しいタイプの商

標の問題まで、小委の委員の皆様方のお知恵、御支援に基づいてまとめることができたわ

けでございます。 

 そもそもは、制度審議室においでになった横島補佐が、商標制度の全体的な見直しとい

う熱い思いを語られたわけでございます。その中には商標制度の根幹にかかわるようなも

のもあり、例えば防護標章の廃止の問題とか、大きな問題があったわけでございますが、

そのあたりについては道半ばかなというところはございますが、先ほどあった地域団体商

標については 600 件の登録を数えるということで、地域振興に大いに機能していることを

伺って非常に喜んでいるところでございます。今後は新しいタイプの商標が、事業者の間

のさまざまなブランドの確立のために機能していくことを期待しているところでございま

す。 

 基本的には、商標制度がよく機能しているかどうかというのは、事業者の方のお持ちに

なっているブランド確立のための利益、これをどれぐらい多く保護しきっているか、それ

が制度として商標制度がうまくいっているのかどうかを決めるのだろうと思います。日本

の商標制度はまだまだ検討すべきことが多々、今日もありましたけれども、ございますの

で、本小委におかれましては、日本の商標制度の拡充のために是非汗をかいていただきた

い、そのように思っているところでございます。長い間お世話になりまして、どうもあり

がとうございました。（拍手） 

 それでは、以上をもちまして産業構造審議会知的財産分科会第２回商標制度小委員会を

閉会いたします。本日は長時間、熱心な御議論を頂戴いたしまして、誠にありがとうござ

いました。 

 

 


